
                            参考資料２ 

くぬぎ山地区自然再生協議会 運営細則 

 

第１章 総 則 

 （趣 旨） 

第１条 この細則は、くぬぎ山地区自然再生協議会設置要綱（以下「要綱」という。）第１

８条（運営細則）の規定に基づき、協議会の運営に関して必要な事項を定める。 

 

第２章 委員の責務 

（委員の責務）  

第２条 協議会の委員は、協議会及び小委員会の会議の運営にあたっては、自然再生の趣旨

を踏まえて建設的な意見交換を行い、合意形成に努めるものとする。 

 ２ 関係行政機関及び地方公共団体は、自然再生推進法第１５条の趣旨に基づき、協議会

運営に対する支援に努めるものとする。 

 

第３章 新規加入 

（新規加入の手続）  

第３条 要綱第６条に基づき新たに委員になろうとする者は、次の事項を記載した書面を運

営事務局に提出するものとする。 

 （１）住所、氏名（団体にあっては団体名、代表者の氏名）、連絡方法（電話番号、ＦＡ

Ｘ番号、電子メールアドレス等） 

 （２）参加の動機、くぬぎ山の自然再生に向けて取り組みたい事項 

 （３）くぬぎ山地区での環境保全活動に関する活動実績がある場合はその内容 

 ２ 前項の書面の受付期間は、毎年２月１日から末日までの１か月間とする。 

 ３ 運営事務局は、前項の期間終了日以降に開催される最初の協議会の会議に新規加入に

関する議題を提出するものとし、協議会は、その合意にあたって当該書面の内容を勘案する

ものとする。 

 

第４章 協議会の運営 

（協議会及び小委員会の傍聴）  

第４条 協議会の会議及び小委員会の会議は、傍聴することができる。  

２ 傍聴者は、会議中に発言することはできない。 

３ 傍聴者の受け入れは、希望者全てが傍聴できることを基本とし、傍聴の申し込み 

を当日会場で受け付ける。  

４  傍聴者は、次の各号に該当するときは、速やかに退席しなければならない。 

 （１）議長が要綱第１４条に規定する理由により会議の非公開を宣言し、傍聴者に退席を

命じたとき。 

 （２）会議の進行を妨害したとして、議長が傍聴者に退席を命じたとき。 

（協議会、運営委員会及び小委員会の記録）  

第５条 運営事務局は、協議会の会議、運営委員会の会議及び小委員会の会議の議事要旨を、

公開する前にそれぞれ会長ないし委員長の確認を受けるものとする。  



 

第５章 協議会運営に係る経費 

 （協議会運営に係る経費） 

第６条 協議会の運営に係る経費は、関係行政機関及び地方公共団体の補助金等をもって充

てるものとする。 

 ２ 予算は年度ごとに作成し、年度の最初の協議会の会議の同意を得なければならない。 

 ３ 運営事務局は会計を管理し、監事の監査を経て次年度の最初の協議会の会議において

その収支について報告するものとする。 

 （会計年度） 

第７条 協議会の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わるものとする。 

 （交通費及び謝金の支給） 

第８条 学識委員及び会議への出席を要請した委員以外の者に対して、交通費及び謝金を支

給することができる。 

 

第５章の２ 議案及び動議の提出 

 （議案及び動議の提出） 

第８条の２ 委員は、議案及び動議を提出することができる。 

  ２ 前項の提出議案及び動議は、他の委員１人以上の賛成がなければ議題とすることがで

きない。 

 

第６章 同意又は合意 

 （同意または合意） 

第９条 協議会の会議の同意または合意は、協議会の会議に出席した委員の過半数の賛成に

より成立するものとし、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、要綱第８条第２項及び同第１９条に規定する合意は、協議

会委員の４分の３以上（委任状を含む）の合意により成立するものとする。 

 

第７章 運営事務局の役割分担 

 （運営事務局の役割分担）  

第１０条 要綱第１６条に規定する運営事務局の所掌事務については、別表に基づき運営事

務局間で役割を分担するものとする。 

 

第８章 補 則 

 （細則改正）  

第１１条 この細則は、協議会の委員の発議により、協議会の同意を得たうえで、会長が改

正することができる。  

 

  附 則 

 １ この細則は、平成１６年１１月６日から施行する。 

 ２ 協議会の設立当初の会計年度は、第７条の規定にかかわらずこの細則の施行日から平

成１７年３月３１日までとする。 



  附 則 

 １ この細則は、平成１７年３月１２日から施行する。ただし、第３条第１項から第３項

までの改正規定は、平成１７年４月１日から施行する。 

 ２ 施行日前に提出された第３条第１項の書面の取扱いについては、同条第３項の規定に

かかわらず、なお従前の例による。 

  附 則 

 この細則は、平成１８年６月４日から施行する。 



別表（第１０条関係） 

 役  割  内    容  

 議 事 運 営  協議会及び小委員会の会議の運営に関すること 

 会    計  協議会の会計に関すること 

 広    報  協議会の広報に関すること 

 記    録  協議会の会議の議事録等の作成に関すること 

 

 


